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―　行革国民会議ニュース　―

「市民立法機構」の総括と展望

２０００．５．１３

市民立法機構第４回総会

さる５月１２日～１３日の両日、市民立法機構の第４回総会が開かれました。発足して満３年が経過したことになりますが、成果

を挙げたとは言いにくい情況です。しかし、思いを新たにしてさらに努力していくことになりました。以下は、当日、配布された

総括の文章です。

　「市民立法機構」は、発足４年目を迎えた。市民による立法の動きは、全国的に広がりを見せている。私たちの運

動が目指す「市民社会の合意形成」が進みつつあると言えよう。他方、私たちの「機構」自体が、立法に向けでどの

ような運動を進めていくぺきか、運動をどう組織していくべきか、改めて考えて見なければならないところに来てい

る。これまで機構が独自に進めてきたプロジェクトも設立以降、遅々とはしているものの着実な歩みを重ねてきた。

リターナブル容器普及プロジェクトは、調査・研究を重ねて小売容器負担金制度の提言をまとめ、他の市民団体とと

もにより広範な運動をつくりだすぺく「プロジェクトＢＩＮ」設立準備会の開催にまでこぎつけた。また日本におけ

る寄付のあり方を議論した懇談会から、市民セクターに人・モノ・カネを集めるための政策を研究する「市民セクタ

ー経済圏研究会」が生まれ、活動を開始している。この他にも男女共働社会を築くための制度を提言してきた。

　しかし、私たちの「機構」の今後を考えたとき、いくつかの問題が浮かび上っている。一つには、経済界との連携

が必ずしも進展していないことである。「連携」は、市民運動を狭い意味での「市民団体」に閉じ込めないようにす

るという意味で、発足以来特に力を入れてきたことである。それなりの成果もあげてきたのではあるが、連携する相

手にある種の限界、偏りが見えることは否めない。

　これに関連することとして、もう一つは、組織としての弱さを考えざるを得ない。これは、会費制や専従者を持つ

固定的な組織を作らず、緩やかなネットワークによる運営を企図したことの当然の結果であるともいえる。ただ、そ

れにしても、活動の継続性とそれに基づく発展を考えれば、この組織上の弱点を克服するなんらかの手立てを考えね

ばならない段階にきているのではなかろうか。それは、いうまでもなく財政上の基盤をどう整えるかと言う困難な問

題を伴っている。

　今後の課題として、これまでの「市民立法」の成果を、法の運用の中で実際に活かして行く事も考えねばなるまい。

例えば、「情報公開法」が、２００１年度から施行されるが、真の情報公開が一遍の法律で進展するとは言えまい。

ＮＰＯも法制化されて１年余を経たが、市民がその創意とエネルギーを十分に活かす制度として定着したとは言えず、

ＮＰＯが助成金依存に陥る危険性もある。

　一方、今年の４月１日から施行された地方分権推進一括法で機関委任事務が廃止され、各自治体で独自の条例がつ

くれるようになったという明るい兆しもある。私たちは、新しい立法の試みを進めながら、同時に、作られた法律を

その趣旨にそって活かして行くことにまで踏み込んで行きたい。立法の実利を、身近な生活に顕現することを通じて、

市民による立法にもう一つ弾みをつけていきたい。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ■
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《討論会》電力の規制緩和とその影響

さる３月３０日、電力の規制緩和が電力料金や業界に与える効果・影響、さらには自由化と地球環境問題とをどのように関連づけ

て考えていくべきかなどの問題を巡って、電気事業審議会の委員をされた植草益東洋大学教授、新村保子住友生命総合研究所生活

部長や佐竹誠東京電力企画部長、桑原淳イーパワー・マーケッティング・ディレクターをお招きして討論会を開催しました。以下

はその記録です。なお、読者にとって議論の流れをよくするために発言の順序を一部組み替えたところがあります。

Ⅰ　電力の規制緩和の目的と意義

●　全般的評価

植草（東洋大学教授）：　今回の電気事業法改正の

前に、平成７年にかなり大きな改革を致しました。

そこでは発電について競争入札制度を導入し、発電

部門に新しい企業が入ってくる制度をつくりました。

さらにそのときに、料金制度がどうも硬直的で内部

の変革が起こりにくいということで、九電力体制を

生かしつつ企業にインセンティブを与えるという方

式のヤードスティック方式（物差しという意味です

が）を入れまして、優良企業の価格に他の企業が追

随する方式をとりました。それと同時に、企業の生

産性向上をなんとか促したいということで、イギリ

スのように官庁が生産性向上率を決めてやっていく

方式はいろいろ政治的なものが入って厄介なので、

企業自身に経営効率化目標を毎年出してもらい、そ

の成果を毎年発表していくという制度を導入しまし

た。

　こうして、平成七年にかなり時間をかけて改正し、

これをやれば電力会社も頑張ってくれて良くなるの

ではないか、したがって審議会もすぐ開かなくても

済むのではないかと思っていたのですが、佐藤通産

大臣が電力会社を発電、送電、配電の３つに垂直分

割するという案をいろいろなところで発言された。

さらに、電力の内外価格差が非常に大きいから、こ

れを何とかしなければいけないということになって、

再び審議会が開かれることになりました。

　それまでの審議会というのは、審議会を開く前に

官庁とその関連の産業界で話し合って、内々のとこ

ろは大体決めておいて、あとは需要家とかわれわれ

中立委員の意見を聞いて纏めるというのが一般的な

やり方でしたが、そのころから情報公開の問題が出

てきて、また行政手続法が出来て、さらに官庁にお

けるいろいろな審議会の委員長を官庁ＯＢがやって

はいけないということが打ち出されて、審議会改革

が随分行われていたわけです。そういう流れの中で、

通産省は電力側とは殆ど相談なしに自由化をやると

いう方針を打ち出してきました。アメリカ、ヨーロ

ッパの動向を全部紹介し、全面自由化というような

意識が強い提案をぼーんと審議会に出したわけです。

電力側は大変びっくりしまして、それから半年以上、

電力側と通産省はしゃべらなかったのではないかと

思います。私どもは中に入ってえらい苦労をいたし

ましたが、結局、審議会に基本政策部会という新し

い部会が出来まして、本日ご出席の新村さんと八田

さんも一緒で、全面自由化するか部分自由化するか

という大議論をした末に、部分自由化とし、特別高

圧を対象として、産業用、業務用の大口需要（２万

ボルト、使用量２０００キロワット）については自

由化するということにいたしました。今まで電力会

社が中心になって発電し配送電していたわけですが、

新しい企業も入ってきて発電をして直接需要家に売

っていい制度を、どのくらい新規参入が出てくるか

大分気を揉みながら、つくったわけです。ここに至

る話をしますと大変なドラマがありまして、その裏

話の方が面白いんじゃないかと思いますが、この部

分自由化によりまして、日本の電力需要の３割が自

由化されることになりました。

　その他にもいろいろな改革を行いました。たとえ

ば、火力発電についてはＩＰＰ(Independent Power

Producer)という独立の発電事業者が電力会社に競

争して入札していますが、電力会社も自ら火力発電

をやっていて、これは入札ではありません。それが

イコール・フッティングではないというので、電力

会社の発電部門も自ら電力会社に入札する制度にす

ることにしました。これは分割しろという議論に当

然なってくるようなものを含んでいて、ちょっと危

ないところもあるのですが、まあそういう形にしま

した。ただし、水力、原子力についてはとてもそう

いうことはできませんから、火力だけが対象です。

　そのほか、こういう競争制度を導入して産業分野

における価格の引き下げ、内外価格差の縮小ないし

解消を目標にするわけですけれども、そのことのた
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めに小口の需要家、とくにわれわれ家庭用の需要家

が不利益を蒙ることがあってはならない、さらに、

家庭用を含めた全需要についてサービスの多様化を

是非実現しなければいけないし、競争分野の効率化

は小口分野にも利益が均霑されなければならないと

いうことを謳いまして、同時に料金制度部会を途中

から発足させて、こちらで制度改革を行いました。

最近、いろいろなサービスを東京電力が始めました

ので、みなさんもご承知だと思います。

　では、なぜ特別高圧というものについて自由化し

たかといいますと、自由化するにあたっては、日本

におけるエネルギー・セキュリティを確保するとい

う目標は絶対崩せない、それから電力の安定供給と

いうのも崩せない。電力というのは全家庭、全産業

が使う財でありまして公益的な財でありますから、

これの安定的供給というのは欠かせないということ

です。それから環境への負荷を十分考慮しなければ

いけない。また、多様な公益課題、特にユニバーサ

ル・サービスの確保ということもある。これらの目

標を考えながら、安定的にやっていこうとしますと、

技術的な制約が出て参ります。皆さんご存じでしょ

うが、電力会社には給電指令という電力の供給を指

令するセンターがそれぞれの本社の中にあります。

発電所と全部ネットワークが組まれていて、どこか

で落雷などがあって送電線が使えなくなる、あるい

はどこかの発電所で事故が起こるというようなとき

は、全体をサッと管理できるシステムが出来ており

まして、大口需要家はそのネットワークのなかに組

み込まれているのです。したがいまして、大口需要

家を自由化しても電力の安定的な供給システムに大

きな支障がないということで、ここから始めたとい

うことです。家庭用までやるためには、全国の流れ

を全部把握しなければならず、このコンピュータシ

ステムはアメリカでは一部出来ているのですが、日

本では東大の研究所、電力会社でも一生懸命やって

いるようですが、まだ十分出来てはいない。それか

ら、電気の流れというほかに、給電指令を小口まで

全部応用出来るシステムが出来ないと、そう簡単に

は全面自由化は出来ないということです。

　本日の議論のテーマのひとつは環境問題ですが、

この審議会の過程で基本問題検討小委員会ができま

して、そこでさきほどご紹介した電力の発電分野の

入札制度、電力会社も火力について入札にするとい

うことを検討したなかで、火力が非常に増えていく

ということは当然温暖化、ＣＯ２を含めた問題を発生

させるということになります。丁度折しも京都会議

が開かれたあとでありましたから、通産省の需給部

会でこれからの目標値を定め、その目標値にあわせ

て、特に火力の発電については認可制というほど強

くはないのですが、それに抵触しない範囲で火力発

電はやっていくということを決めました。したがい

まして、環境問題を一切考えないでこの制度を作っ

たわけではないということを申し上げておきます。

では、これで全て済むかどうかということは、これ

から大変な議論になると思います。

　これから競争になって、大口需要分野はかなり価

格が安くなるだろうと期待しているわけですが、価

格が安くなれば需要が増えていくかというような議

論がいろいろあるかと思います。産業需要について

は当然安くなればいろいろ使うことになると思いま

すが、それと省エネとの関係もまたちょっと難しい

問題があるようです。一方、家庭用は安くなっても

そんなに大量に使うというわけではないと思うので

す。急に家庭用が安くなるということはないと思い

ますが、それでも最初に申し上げましたように経営

効率化目標を平成７年に導入いたしまして以降は、

ずいぶん料金は下がってきております。料金はオイ

ルショック以降ずっと下がってきており、その殆ど

は原油価格が下がったためでありますが、最近は殆

ど経営効率化というところで下がってきております。

　最近の新聞を見ますと、電力会社の社長さんは全

面競争時代の経営だということで大変な意気込みで、

電気と石油とガスと、エネルギー間の競争も大変強

まってきております。最近ではＮＴＴと東京ガス、

大阪ガス３社の共同事業が進みますし、東京電力も

いろんな分野で事業展開をしていますし、大変経営

が変わってきました。また、ガスとか石油以外に、

オリックスが世界的なエネルギー企業エンロンと金

融システムを基礎にしてエネルギー管理・経営する

という大変な企業をつくろうとしております。フラ

ンスからも進出してくるようですし、ロシアは大統

領も新しく替わって、サハリンからのパイプライン

などを考えますと、実に壮大な改革が今始まろうと

しているところです。

●　電力会社側の対応

司会：こうした事態に電力会社としてどう対応しよ

うとしているのか、お話し下さい。

佐竹（東京電力企画部長）：日本では、北海道、東
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北、東京、中部、北陸、関西、中国、四国、九州、

沖縄の１０社が一般電気事業者で、電気を一般の方

が買うことが出来るのは原則としてこの１０社から

だけに限られていたわけですが、さきほど先生のお

話のように、３月２１日を期して、そのなかの大体

３割の消費量を使っておられる大口の工場ならびに

ビル（イメージとしては例えばホテルとか病院、あ

るいは事務所ビル）など、ある一定規模以上のお客

さまに対しては、どなたから買っても基本的にはい

いと自由化されたわけです。例えば通産省をはじめ

として政府の関係機関は電力も他の物品と同じよう

に入札制度を採るということで、今その準備が進め

られています。そういう自由化ですから、電力会社

からみると、マーケットシェア１００％の状態から

何％か失われることになります。もともと今の世の

中でシェア１００％の仕事をしているところなどは

ないと思いますので、そういう意味では、やっと電

力ビジネスも普通のマーケットに近づくのかなと思

います。

　各電力会社の各社長は全員、全面自由化の気構え

で仕事に取り組もうと考えています。私ども電力会

社の立場で自由化をどう捉えているかといいますと、

これまでも一生懸命にお客さまあるいは地域社会

等々の信頼を勝ち得るように地道な活動もやってき

ましたけれども、基本的には、東京電力をお客さま

から選んでいただくということがなく、東京電力が

売るもののなかから選んでいただくという商売でし

た。つまり、隣の電力会社から電気を買うとか、あ

るいはＥパワーさんから電力を買うとか、そういう

ことが出来るようになるということは、東京電力も、

改めて選んでいただく立場に立つということになり

ます。これまではどちらかといえば供給の論理とい

うのでしょうか、お客さまのためによかれとは思っ

ても、最後の最後には供給者の立場でやってきた面

が残っていたのではないかという反省もあります。

それが、こんどは本当にお客さまがわれわれを選ん

で下さるのかどうかということが出発点になります

から、１８０度ものの考え方、仕事のやり方を変え

ていかなければなりません。そういう意味でお客さ

ま本意の仕事のやり方、考え方にして、あるいはサ

ービス、商品の選択が可能なようにいろいろ工夫し

てメニューを増やしていく、そういうことをやって

いかなければならない。

　加えて、もうひとつ重要なのは、１００％マーケ

ットシェアを保障され自然独占が認められてきた裏

返しに、電気料金は規制料金でした。これからも自

由化にならない７割のお客さまについては引き続き

規制料金ですけれども、しかし、料金を引き下げる

ときには届出でいいことになりました。認可という

特別な手続きを経ないで、届け出ればそれで済むと

いうことで、非常に機動的に動けるようになり、か

つ、当然規制料金の部分については原価を適切に反

映しなければいけないということはありますけれど

も、お客さまにとって魅力のあるいろいろな工夫を

今まで以上にすることが出来るようになったのです。

また、経営的には電気事業以外のビシネスについて

も兼業の規制がなくなりましたので、電気事業以外

の事業はいちいち役所に許可をいただかないとでき

ないという面倒臭さはなくなりました。機動的に動

けるし、経営の自由判断で出来るようになったわけ

です。そういう意味で、基本はお客様の利便性を考

え、かつ、電気料金を相対的に安くするという今求

められているお客さまのニーズに叶う方向で努力す

る。そのためにはコストを思い切って下げるような

工夫をいろいろしていく。これは仕事のやり方を含

めてやっていきたいと思います。

　残念ながら３月２１日からきょうで１０日めです

が、まだ新規の供給者の方は名乗りを上げてこられ

ていませんし、電力会社以外の供給者から買うと決

まったお客さまもいないということで、今現在では

全部東京電力や各地の電力会社から電力を買ってい

ただいている状態です。しかし、通産省の入札など

をふまえて、あと数ヶ月間に、多分、きょうここに

お越しのＥパワーさんも含めて新規参入の方の活動

が始まってくるのかなと思います。

　正直いって、売上が減るとか利益に影響があると

かいう面で心配はありますけれども、競争の中での

結果がマーケットのなかではっきりわかるようにな

るという点では大変ありがたい、やりがいのある状

態になったのだと受け止めています。決してピンチ

だとは思っていません。むしろチャンスだと考えて

おります。われわれにとって、いろいろな意味で大

きく物事を捉え、一緒に育っていくうえでもチャン

スだというふうに捉えています。

●　新規参入の規模

司会：どのくらい東京電力のシェアが食われるとお

考えですか。

佐竹：東京電力の例でいいますと、ちょっと数字の
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感覚が皆さんに合うかどうか分かりませんが、わた

くしどもの設備量、あるいはお客さまの消費量は、

夏の一番使われるときで６０００万キロワットとい

うオーダーです。これはイメージとしては例えばイ

ギリス１国ぐらいの規模です。６０万キロワットで

この１％になります。

　新規参入者の方は供給力として発電所を必要とす

るわけですが、あらたに発電所をつくるには環境対

策、地元対策を含めて、発電所をつくるためにリー

ドタイムが必要になります。それがやはり２年～３

年くらいはかかる可能性がありますから、新しい参

入者が今年持つ供給力は既にある発電所、これは産

業用の工場によくある自家発電の設備を活用すると

いうことだと思います。東京電力のお客さま方が持

つ自家発電設備の中で供給余力、つまり、自社でお

使いになる分を差し引いてなおかつマーケットに供

給力として出せる分がどれだけあるか、これは正確

には分かりませんが、イメージとしては３０万キロ

ワット、あるいは４０万キロワットくらいはあるの

ではないかと思います。したがって、さきほど６０

万キロワットで１％と申しましたから、３０万キロ

ワットで０.５％に相当します。

　電力会社は、月単位でも週単位でも毎日の単位で

もあるいは１秒単位でも、生産と消費を同時に行う

という電気の特性から、需要そのものよりは若干余

裕を持った設備、予備力を常に持っています。それ

は短期的には３％ないし５％持っていれば、どんな

ときにも毎日毎日のやりとり、電力の品質は保てる

わけです。となりますと、そのなかの仮に３０万キ

ロワットを新規参入者がお客さまを獲得されたとい

うことになりますと、それは東京電力から見れば０.

５％ですから、予備率からみれば若干振れ程度の範

囲内かなとみています。

　ただし金額的には１０万キロワットのオーダーで

も、例えばビル用のお客さまの単価、とをかけ算し

ますと、年間数１０億円から１００億円程度のオー

ダーになり得ると思います。それが３０万キロワッ

トとなる場合は、その３倍になります。今東京電力

の売上は５兆円ですが、それから見れば確かに微々

たるものかも知れませんが、これはまさにスタート

の段階で、数年するとさらにどんどん膨らむ可能性

がありますので、やや危機感を持っております。

司会：ありがとうございました。象に蚊がとまって

いるような感がありますが．．．．．．。Ｅパワー

の桑原さん、これからの電力マーケットをどういう

ふうにお考えになって新規参入のご計画をされてい

るのか、お話下さい。

桑原（イーパワー・マーケッティングディレクタ

ー）：新聞等々で最近私どもの会社がでてきまして、

すぐにでも新規参入ができて電気を売り始めるので

はないかというイメージをお持ちの方もあるようで

すが、さきほど佐竹さんもおっしゃいましたように、

われわれも今回の自由化によってすぐに出てくる電

気がどれぐらいあるかと考えてみますと、さきほど

は０.５％程度ということでしたが、もうちょっと

少ないのではないかと思っております。実際問題、

この１年２年の間にどれぐらいの新規参入者が入っ

てきて、どれぐらいの電力会社さん以外の電気の取

引が出てくるかというふうにみますと、やはり新し

い発電所を作るまでに、とくに今は環境アセスメン

トなどで２～３年ぐらいかかりまして、かつ工事で

２～３年かかるということになりますと、４～５年

単位で見なければなりませんから、この１～２年で

新規参入者が増えるということには全くならないと

思っております。

　では、なぜこの段階で我々がでてきたかといいま

すと、世界の趨勢で電力の自由化が相当進んでおり

ますが、それは即小売りの自由化ということではな

くて、これは電力会社同士の取引も含めて、小売り

もそのバックグランドに控えている卸も含めて、電

気が取り引きできるものになったのだということで

す。一番イメージとしてわかりやすいと思うのは穀

物の取引ですが、現在大きな取引は穀物取引所で取

り引きされています。海外ではそういうような取引

所みたいなものを電力、エネルギー分野でも作りま

して、それが大きく全体の商品の値段を下げる方向

に移っております。日本でもおそらくそういう形に

なっていくだろうというふうにわれわれは見ており

ます。ただし、すぐさまこの自由化によって、われ

われが安い電気をつくることが出来るかどうかとな

りますと、実際のところ今の段階ではなかなか難し

いというのが現状です。

　電力取引所が出来るのを自然に待っているという

のも芸のない話です。やはり最初は１対１の小さな

取引から始まるということで、われわれもまた新し

い電気の供給力、具体的には発電所ですが、それを

自分で何とか作り上げまして、自由化された特高圧

の方々に直接売れるような形でもっていきたいとい
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うのが目標です。そのなかでも、電力料金に占める

割合の大きな燃料代が、われわれの競争力にものす

ごい大きな影響を与えますから、天然ガスの取引に

関してエンロン自体は世界では相当シェアをもって

いますので、特に天然ガスの供給、調達能力を発揮

できる余地があるんではないかということも考えま

して、今ひとつひとつ小さいところから始めようと

しています。東電さんが危機感をお持ちだとおっし

ゃいましたが、まだまだ巨大な象の周りに飛ぶ虻み

たいなものでして、そのようにいわれるのは嬉しい

ところもあるんですが、ちょっと恥ずかしいという

のが正直な気持ちです。

●　パラダイムの転換

司会：新村さん、電事審の審議にご参加されたとい

うことで、一言。

新村（住友生命総合研究所常務・生活部長）：私は

エコノミストの端くれでして、現在は住友生命総合

研究所で環境問題と高齢化問題という２つの柱をも

った部で研究しております。

　今回の電事審には、平成７年の改正のあとから参

加しました。最初、入ってすごくびっくりしました。

それまで電力のことを知らないものが突然入って、

過去のものすごい長い歴史の上に立った議論はとて

も無理でした。そこで、私がしましたことは原理主

義者に徹したということです。もともとエコノミス

トですから、規制緩和は大変よいことである、それ

も消費者にとって最終的に良いものだというふうに

考えて、若干の発言をさせていただいたということ

です。結果として部分自由化ということですが、電

事審の報告は、市場メカニズムが電力にも効くよう

になった第一歩として大変高く評価しております。

やはり日本の電力価格は高いですから、これが日本

の高コスト構造を是正する力となるのだろうと思い

ます。

　それ以上に私は、あとの環境の議論にも結びつく

んでしょうが、これまで電力が公益事業の名のもと

に、公益のためにとか電力の供給責任というような

形でなにもかも引き受けてきてしまったことが日本

の資源配分をかなり歪めているのではないかという

意識を持っておりました。したがって、それが是正

される第一歩であるという意味で大変高く評価して

おります。ゆがみを生じているということのひとつ

は、私が体験したことですが、かつて政府の経済対

策というと、必ずその中に電力事業の設備投資とい

うのが１項目入っていたのです。若い役人だった私

は、電力は民間企業なのになぜ景気対策をやるのか。

しかもそれがかなり大きい額で、それをＯＫなさる。

この仕組みはなにか変ではないかというふうに思い

ました。

　それと同時に、供給責任ということをマーケット

を介さずに負わされているために、とにかく電力の

方が、当時、（今は変わられたかも知れません

が、）「日本の電力需要というのは右肩上がりで、

それに対してわれわれは絶対に不足を起こしてはい

けないのだ」という強い使命感をもっておられた。

それが、おそらくある面における過剰投資をもたら

したのではないだろうかという気持ちがありました。

同時に、技術者として非常に誇りをお持ちになって

いる電力会社は、徹底的な質の向上をコストを無視

して行っていたのではないかというような感じがす

るわけです。

　そのへんのところを解消する第一歩であるという

気持ちで、もちろん最終的には全面自由化までいく

のか日本的な新しいモデルができるのか、そのへん

はわからないのですけれども、そういう意味では日

本の電力に対するものすごく大きなパラダイムの変

換であると考えております。今、佐竹さんも、また

電事審の会議の席上で電事連の会長さんも、普通の

企業になりますとおっしゃっていたことはすばらし

いことだと私は思います。

司会：八田先生、コメントがあれば

八田（東大教授）：私は電事審の議論では非常にう

まく環境の問題を先送りしたと思うのです。確かに

植草先生がおっしゃったように一部は議論されたの

ですが、やはり３割が対象だということで、本格的

な環境への影響は今回は殆ど議論されなかった。３

年後の見直しでは確実に大きなトピックになると思

います。

田中（拓大教授）：電力の自由化問題は、実は行革

審時代から大議論をして参りました。感想は今みな

さんおっしゃるとおりで、普通の会社になられたと

いう表現がぴったりです。よくまあここまできたな

あという感じを持っております。いま八田先生がい

われたように、環境の問題をきょうどんなふうに議

論されるのかなと関心を持っております。本当に自
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由化が進んでいくと、植草先生がおっしゃった一定

の目標値を定めてというやり方をとるとして、それ

をどうやって定めていくのか、どういう法律的な定

め方をするのか、環境等を相当考慮に入れて決めら

れるのでしょうが、考え方はどうなのかというあた

り非常に関心をもっております。

●　託送制度の問題点

岡田（朝日新聞論説委員）：僕も環境の問題に一番

関心をもって今日来たのですが、その環境の問題に

移る前に、Ｅパワーにおたずねしたい。今度の自由

化の仕組みが本当に公平なものであるか。つまり、

参入者にとって、送電ネットワークの利用がこれで

十分なのかどうか。いろいろ話を聞いてみると、十

分な参入の条件が整っていないように思う。ゆくゆ

くはやはり送電線は分離するなり、全く中立的な機

関が管理するようにしなければ駄目だと思うんです

が、実際に商売をやる立場でどのようにお考えでし

ょうか。

桑原：佐竹さんがいらっしゃるので、非常にいい難

いところもあるのですが、われわれ新規参入者間の

公平性は確保されていると思うのですが、既存の電

力会社の発電部門と新規参入者の公平性が保たれて

いるかといいますと、私は個人的には相当電力会社

さんの方が有利ではないかと考えています。

　一番端的にいえるのは託送制度、託送料金制度の

組み方です。料金制度自体が二部料金制度になって

おり、基本料金と電力量料金にきっちり分かれてい

るのですが、ではその基本料金がどういうコストを

ベースにして出来ているかというと、ちょっと理論

通りではない。つまり、通常ですと設備費をそのま

ま基本料金にして、使っても使わなくても発電所を

建てた分のコストを払ってもらい、一方、電力量料

金というのは燃料費とか変動費をその分に乗っけて

くる。しかし、今の電力料金というのはそういう形

にはなっていません。つまり基本料金の方が異様に

小さく、そういう理論からは外れた形になっていま

す。そうなりますと、われわれが発電所を建てて事

業をやろうかというとき、設備費をどうやって回収

しようかということになりますと、どうしても日本

は発電所を建てるコストが高いものですから、当然

基本料金は高くなっていかなければいけないのです。

しかし、実際問題、電力会社さんの料金体系がそれ

とはまた別であるということになると、非常に具合

が悪い。今までお客さんをずっと持っていらっしゃ

る電力会社さんは、設備資金を回収するのを遅らせ

ても十分やっていけるという見込みがあるんでしょ

うが、１基１基の発電所から始めていく新規参入者

から考えますと、そういう料金体系ですと、もしか

すると取りはぐれるかもしれないというような感じ

を持っていまして、なかなかこの料金体系について

は難しい。これが端的にでていますのは、託送料金

の二部料金でして、ここをなんとか設備費の回収分

と変動費というような形にしていただければ、より

使いやすかったのではないかなと思います。

　それともう一点は、託送関連費用というのがあり

まして、送電線の利用をするうえで、万一発電所が

とまったら、バックアップしてもらうために補完電

力というのを買わなければいけないのです。つまり、

事故の時は電力会社さんから買わせていただくこと

になるわけですが、その料金がわれわれが予想して

いたよりもものすごく高かったのです。託送で１キ

ロワット当たり３円くらいですよといわれていたの

ですが、いろいろな保険料みたいなものをのせてい

くと相当高くなってしまう。下手すると倍以上にな

ってしまうというような感じになってしまいまして、

結局電力会社よりも高くなってしまうケースもでて

きてしまい、なかなか安い電気はつくりがたい。

　では、なぜこんなことになってしまうのかと考え

てみますと、電力会社さんは既存の発電所をいっぱ

いもっていらっしゃいますから、１基発電所を作る

場合でも、その分まるまる全部バックアップをする

必要はないのですね。とうぜんネットワークはオペ

レーションされているわけですから、予備率は１

０％くらいでも十分ネットワークは維持できる。と

ころが新規参入者が１基の発電所を建てるとすると、

理論上、自分の送る分そのまま１００％保険を買わ

なければいけないというところがあります。ゲタを

履かせてくれというわけではないのですが、一番最

初から始めていく人には、あまりにもその差が大き

くて、新規参入者の方が困っていらっしゃるという

のが現状だと思います。

植草：ちょといいですか？　実務的なことは、佐竹

さんにお話しいただくとして、ちょっと誤解がある

と思いますので。

　託送料金に二部料金を入れましたのはなぜかとい

うと、１キロワット当たり例えば３円とすると、二

部料金というのは基本料を払って、その払った分だ
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け今度は従量料金が例えば１円とか２円に安くなる。

そうなりますと、大量に使う人は二部料金制の方が

安くなる。それを実現するために、新規参入者で大

手で、安い託送料金を使いたいという要望が非常に

強いので二部料金を入れたのです。では、この二部

料金が理論的にいった二部料金かというと、本当は

二部料金という名前をつけない方がよかったのです

が、いい言葉がなかったのでそうしたのです。送電

線というのはもう変動費なんていうのはほとんどゼ

ロで、設備費が殆どなんです。そすると基本料だけ

ということになってしまう。ですから、そうなると

今度は大変な基本料を使っても使わなくても払わな

ければいけないということで、そのいわば中間みた

いなものにしたので、どっちをとっても不満はある

のですが、大きいところが入りやすくなるように工

夫したということがわかっていただけないと困るん

です。

　確かにご不満はあるし、３円は高いのじゃないか

というのはいろいろあって、今度は料金を値下げす

る。それにあわせて託送料金も下げようというのが

今回の値下げの大きな理由になっているのですけれ

ども。

　託送料金については大変な議論をしまして、ずい

ぶん苦労をしてつくったのです。ひとつだけいいま

すと、今ＮＴＴがアメリカから回線接続料金を安く

するようにいわれていますけれども、アメリカのよ

うにどんどん新しい光ファイバーケーブルなどが入

ったところは、新しい設備の方が安く大量にデータ

を送れるという技術なんですね。日本はまだそんな

に光ファイバーケーブルが敷設されていませんから、

設備自身がそんなに新しくないのですね。それで急

に安くしろといわれたってできないのです。しかし、

やろうと思えば出来ないことはないのですが、東日

本会社は大丈夫なんですけれども西日本会社がアウ

トになってしまうのです。だからあのように分割な

んかしてはいけなかったんですよ。あんな、時代に

逆行するようなことをするから、価格を下げられる

ところも下げられなくなっているんです。

　電力についても、今電力会社間の相互融通という

ような形でやっているのは４０銭とか５０銭でやっ

ているのです。それは、設備を全部お金を出し合っ

て、分担してつくったものだからです。 ですから、

それを分担するような金を払えば、４０銭だって出

来るのです。実は、そうしようかとも考えました。

日本の送電線の建設コストはとても高い、山の中の

何坪かを借りて建てて、ものすごいコストがかかっ

ているのです。日本は発電コストがものすごい高い、

発電コストの設備費がものすごく高いということで

したが、競争を導入して大分下がって来ました。送

電線の費用もなんとか下げたいのですが、そうなる

となにか新たな制度を考えなければならない。

　まあ、こうしたこと等々を含めて、ご不満はもち

ろんあるし、同時に日本の電力会社を壊滅的にして

もならないというところで始めたところです。私は

かなりいい線いっているのではないかと思っていま

すけれども、同時に、誤解はやっぱり解いていただ

きたいとは思っています。

　あと今回は分割の話はあまりやりませんでした。

八田さんは最初からプール制度導入をかなり強く主

張され、今でもそういうお考えですが、プール制度

の導入のような制度の変革であれば、１０電力の企

業組織についていろいろ考えなければならないと思

いますね。もちろん少しは議論し、八田さんは皆さ

んにだいぶ文句を言われました。９電力体制が出来

上がってきた背景には、日本発送電という全国の送

電線網を１社で持っている国営企業がやっていた時

代があったんですね。これは国策でそういうことに

なって、さらに配電会社をそこにくっつけていった

んですが、これがうまくいかなかったのです。イギ

リスは結局分離しましたけれども他の国は分離して

いないのです。企業組織としてどういうようなこと

にもっていくかというときに、全体がうまく競争シ

ステムに馴染むという企業システムのありかた、そ

れはイコールフィッティングということを考えなけ

ればいけないということですが、また他方で、分離

すればなんでも効率化するかといえばそうでもない、

技術的な基本的な問題も考えなければいけない。こ

のふたつを十分に考慮してやっていかなければなら

ない。これは３年後の重要課題だと思っています。

八田：今議論になったことで、最後の方からいきま

すと、分離というのは発送電分離のはなしですよね。

これはイギリスでもスカンディナビアの国でも行わ

れたし、カリフォルニアでもやっているわけで、送

電会社は送電線だけ官営でやるが、発電会社は民営

化した。いってみれば分割した。完全自由化のため

には発送電分離は避けられません。スカンジナビア

でもカリフォルニアでもうまくいっている。（イギ

リスでは需要側をマーケットに乗せないという。片

肺プールをつくったことが原因で失敗したのだと思
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います。）

　しかし、発送電分離するということは、日本全体

をひとつの送電会社にしろという議論ではないので

すね。例えばスカンディナビアの国は、ノルウェー、

スウェーデン、デンマーク、フィンランドがそれぞ

れの独立した送電会社をもっていて、それぞれ独立

した給電指令所をもっている。同時にこれらすべて

の国に対して単一のプールが機能している。ひとつ

の統一されたプールマーケットが、毎時毎時の電力

料金を決め、各国の指令所に対して、明日はここの

発電所はこういうふうに発電しますから給電指令の

準備をしてくださいということでやっているわけで

す。

　電力会社を全国統一する必要は全くありません。

今のままで大丈夫です。しかしプールは全国統一し

ます。これは簡単な取引所ですから、全国統一は簡

単です。何台かのパソコンとファックスがあればそ

れでできます。ただ、値段を決めようというだけの

はなしです。プールには給電指令の施設等は全くい

りません。

もうひとつの送電料金についてですが、これが今

回の自由化で非常に残念なところでした。電力会社

との妥協でこれくらいにしなければいけなかったの

かなとも思うのですが、もっとＩＰＰを促進するよ

うな送電料金の決め方はあったと思うのですね。具

体的には、今、植草先生がおっしゃったように非常

に高い送電設備を日本は持っていますから、それを

均等割りにして、基本料金を高くすると、ＩＰＰも

入りにくい。それは事実であると思います。で、あ

る種のちょうどいい具合のところで手を打ったんだ

とおっしゃる。そのとおりだと思うんですが、打ち

方はいろいろあったと思います。

例えば、新しいＩＰＰがどこに立地するか、それ

によって、将来の送電線の新たな建設が必要になる

かならないか決まるわけです。とすると、新たに送

電線の建設が必要にならないところに立地してくれ

るのであれば送電料金を非常に安くしてやり、一方

もし新たな建設が必要なところであったら、これは

相当に高い送電料金、基本料金をとっていいという

ことになる。とすると、例えば東北のような供給過

多のところでは、ＩＰＰが立地できないくらいに高

い料金にする。そして、電力会社の区分経理上もそ

れを非常に高いものとして算定する。それから、東

京のように需要超過のところにＩＰＰが参入すれば、

これはむしろ送電ロスを減らすわけですし、将来の

送電線の建設を少なくするわけですから、非常に低

い、おしるし程度の料金を取ることとする。例えば

スウェーデンでは一番高いところと安いところでは

基本料金に２０倍の差があります。それで、将来の

送電線の建設をなにも促すことにならない場所には

どんどんＩＰＰに入って下さい、という仕組みです。

日本でもそういう料金のつけ方をすべきだったと思

うのです。それは今回の部分自由化でも出来たはず

なんです。

しかしそれをやると、ＩＰＰが入ってきても送電

線の敷設に関しては負荷を与えないから国民経済的

には望ましいのですが、今の電力会社にとってはＩ

ＰＰが入ってくることになって困る。やはりそれは

既得権との調整だったと思うのです。３年後のみな

おしでそこのところを改定し、なるべく国民経済的

に望ましいかけ方を工夫すべきだと思います。（な

お、全面自由化しても送電線の料金というのはある

種の規制でどうしても縛るわけですから、全面自由

化をするかしないかということと別問題です。）

●　補完電力料金について

植草：先ほど桑原さんから、もうひとつ、補完電力

料金が非常に高いという話がありました。これもす

こし理解していただく必要があると思うのです。

　今新しい企業が入ってきて発電をして、大口利用

家に電気を売る。なにかの形でこの発電所が停止し

たとすると、すぐに東京電力なら東京電力に替えて

供給してもらわなければいけない。ということは東

京電力は、いってみれば新規参入企業の発電能力と

同じものをもっていなければいけないのです。これ

にはコストをかけているわけです。いってみれば動

かない設備をバックアップするためにいつも持って

いなければいけない。今でも自家発企業がやってい

るときに、自家発が止まっちゃってどっかの電力会

社からもらうという契約になっている場合は、その

料金はちゃんと払っているわけです。それはどうい

う料金かといいますと、設備があるわけですから、

その設備を動かさないで休止しているもんですから、

資本費として、二部料金のうちの基本料金相当分は

常に払ってもらいますというわけです。そうでなけ

れば予備電力としてそれを持っていることはできな

い。それを払ってもらわないと、われわれ家庭にみ

んなかかってきてしまうわけです。それは大変なこ

とになってしまう。ですから、公平性の観点から、

バックアップ料金というのはどうしても高くなって
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しまう。これが参入のインセンティブを削ぐひとつ

の要因でもあるんですが、これを下手に安くすると

家庭料金が上がっちゃうという可能性を持つので非

常に難しい問題なのです。

佐竹：今回の自由化は大口のお客さまに限られると

いう部分自由化ですから、電力会社がライバルに負

けまいとしてダンピングをして、取りはぐれた分を

一般のお客さまから取り戻すというような形で消費

者にツケが回ることのないよう、自由化部門とそう

でない従来の規制部門との間で経理を区分してやる

ことになっています。それで、既に自由化が始まっ

たガスの場合と同じように、仮に大口のお客さまと

の関係で赤字がでたら、それはペナルティとして公

表するということになっています。その区分経理の

状況のチェックは、適正に作成されていることにつ

いて公認会計士または監査法人による証明を添えて

通産省に提出し、チェックするという仕組みになっ

ています。

　託送料金についてですが、結局ネットワークを共

同で、みんなが同じ条件で、イコールフィッティン

グで使えるようにしようということです。先ほど桑

原さんは新規に入られる方にとっては負担になると

いわれましたが、実は電力会社からお客さまに対し

ての負担いただく電力料金と全く同じコストを反映

した託送料金です。新規参入者の方が払われるより

も安い託送料金を電力会社がお客さまからいただい

ているということではなくて、全く同じ料金をいた

だくことになっています。ですから、イコールフィ

ッティングという観点では、バックアップの問題が

ありますが、基本的には発電コストの差なんです。

発電コストについては、ＩＰＰと呼ばれる新規参入

発電事業者に対して電力会社は既に入札制度を実施

しています。電力会社は、回避可能原価として上限

価格を明示していますが、それに比べて平成８年、

９年、１１年と３回入札させていただいた結果から

見ますと、一番安い電源で最初のうちは２割安、次

には４割安というものがでてきて、それがまた電力

会社の刺激になって、さらに将来の効率化努力ある

いはスペックの見直しを進めることにつながってい

ます。

　さきほど新村さんがいわれましたように、誇り高

い技術者が質の高さを追求して、場合によってはコ

ストを無視してやっていく、そういう面も正直いっ

てなきにしもあらずかと思います。確かに、万全の

供給体制をつくって安定供給を確保するという極め

て強い使命感に基づいて仕事をやってきていました。

しかしこれも、普通の会社への移行後は、どちらか

といえば相当シビアにドラスティックなコスト面の

管理をやってきているつもりです。その結果として、

重電メーカーさんやゼネコンさん、電力会社との取

引をやっていただいていた企業さんにはかなりシビ

アになっています。発注量が減るということと、そ

れから単価的に厳しいコストダウンの要求をすると

いうことが両方生じています。

　バックアップの話は、これは保険なんですね。保

険ですから、自社の設備に自信のある供給者はバッ

クアップをまるまる１００％する必要はない。例え

ば５万キロワットの発電設備に対して、５万キロワ

ットのバックアップの契約を義務づけられているわ

けではないのです。５万キロワットの発電に対して

１万キロワットの契約をしておくとか、あるいはそ

もそもそういうバックアップは要らないということ

でもいいわけです。ただ、それはあくまでその社が

お送りされるお客さまとの間でそういう契約をして

おくということが前提となるのでしょう。

　電力会社は、これから先は今までのような肩肘張

った「公益的使命の達成」はいいませんが、しかし

本音部分で、われわれ電力会社が日本の中でしっか

りして、ある種の公益性を担い続けていくというこ

とが、ある種の企業の基盤のひとつの要素としてあ

るのではないかという気持ちでいます。そのために

コストが高くなりすぎてはいけないのは当然ですの

で、いかに効率化を進めるかということだと思いま

す。

安藤（東海大学教授）：八田先生に質問したいので

すが。

　さきほどのお話で、新規参入に関連して供給超過

の地域と需要超過の地域に触れてお話になりました

が、地球温暖化との関連でいえば、ＣＯ２、の発生を

抑制するあるいはエネルギー消費を抑制・削減する

という方向で考えなければいけない。そうした場合

に、需要超過の地域で、その需要に応じていくこと

が果たして温暖化、あるいは環境対策との関係で妥

当かどうか。この問題と、新規参入を促し、競争条

件を拡大していくこととの調整をどう考えたらいい

か、そのへんをお伺いしたいと思います。

八田：先ほど需要超過地帯では送電側に非常に安い
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託送料金を課するべきだと申しましたけれども、そ

れと同時に需要側には高い託送料金をかけるという

のが、元来は望ましいと思います。日本のシステム

では供給側にだけ課すのですが、これを需要側にも

課すということです。そして、需要超過地帯では需

要側に高い料金を課し、供給超過の東北では需要側

料金を安くする。要するに工場建設にあたっては、

将来送電線をあまり新設しなくて済むような立地を

促す。既存の工場は、需要超過地帯から追い出して、

供給超過地帯に行くのが有利なようにする。それが

先ほどの発電側送電料金制度の裏返しの制度です。

結果的には、この送料金設計は、全国の平均的な需

要に対しては中立的に働きます。ただし東京で発電

することは有利になりますから、普通では採算に乗

らない自然エネルギーまで採算に乗ってくる可能性

があります。

Ⅱ　地球環境問題との関係

●　電事審での検討

司会：植草先生、電事審では環境問題をどういうふ

うに考えられたるのか、それから、どういう議論が

されているのか、先生ご自身のお考えとして、影響

があるとすればどういうシステムでその問題をクリ

アできるのか、すべきかということについてお願い

します。

植草：正直いいまして、私は環境問題にはあまり詳

しくはないのです。ただ、今回の審議の過程を少し

だけお話ししますと、京都会議の影響はものすごく

大きかったですね。その京都会議の後、各官庁でど

う対応するかということで、官庁ベースと、さらに

その傘下にある産業ベースでどのくらい削減するか

という議論が進んで参りまして、そのための審議会

というのを各官庁でやってきているわけです。電力

は先ほど申し上げましたように需給部会でやってき

ています。目標値まで一定程度決めたとしても、本

当にどういう手法でやるかというのは未だにはっき

りしていないのです。そこへ大蔵省が環境税を入れ

るという考え方を表明しまして、ここで環境税かそ

れとも一定程度の総量規制かという議論の段階に来

ていると思います。ご指摘のようにこの問題は大変

重要な問題でして、どういう方式でいくのがいいか

軽々には論じられませんが、理論的な観点、あるい

は実際的な観点から、これから議論する段階です。

電事審の基本政策部会では、さきほど八田さんがご

指摘の通り、そんなに長くはやっていない。かなり

長く時間をかけてやったのは、基本政策部会の下に

ある基本政策小委員会で、そこで火力発電の自由化

を検討しました。私は火力の全面入札制という言葉

を使いましたが、全面入札制をしたら、やはり一番

安いのは石油残滓なのですね。石油残滓ですとキロ

ワット当たり４円かそんな程度で発電出来る。原子

力は８円前後、火力は１０円プラスアルファぐらい

のところです。４円ぐらいでできたら、これはもの

すごく使うだろう。ところが、通産省の需給部会で

は、原子力を今後増やしていくというのがひとつの

方策である以外に、火力については一定程度の総量

規制をしていくということで指摘しているわけです。

　それと同時に、各地方自治体でもいろいろなチェ

ックポイントがあるわけです。最近、アメリカ系の

石油会社が東京電力で入札で受かって発電する予定

のものが急遽計画をとりやめるという事件があった

のですが、あれは川崎市の条例で非常に厳しい水準

を出されて、これはやっていけないというので撤退

してしまったのです。アメリカでも最近いろいろな

アイディアがずいぶんでてきて、三菱グループがア

メリカでやった大変有名なのがあります。それは、

山林で木を育てるのに間引きをするのですが、その

間引きした木をそのまま置いておいたのでは土壌に

悪影響を与えるので一定程度とらなければならない。

これをとるのにコストがかかるのですが、それを使

って発電するという計画をアメリカの環境庁や自治

体が評価をしているんです。そういうような工夫が

今どんどんでてきています。そういうのとあわせて、

環境税でいくのか、産業毎の総量規制で行くのかを

検討する必要があります。総量規制にしても環境税

にしても１０電力それぞれ立場が皆違いまして、例

えば沖縄電力は石油と石炭の火力だけでやっている

のです。これからどうするのかというと、風力を今

すこしやっているんですけど、風力じゃとても足り

ない。それでは、コスト的にも、環境にもある程度

いいというものになってきた天然ガスのコンバイン

ドサイクルでやると、これは１００万キロワットと

いう規模になる。そうなると、１基で沖縄全部が賄

える大きさです。もし、原子力だったらとても供給

過剰になってしまう。結局、かなりいいものができ

ていますから、燃料電池がいいのではないかと思っ

ていますけれども、私が申し上げたいのは、環境税

でいくか総量規制でいくかという大きな議論と、も
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うひとつは新しい技術をどう活用していくか、それ

に新エネルギーというものをどう組み込んでいくか、

いろいろな問題をあわせて議論されなければいけな

いと思います。審議会でもここら辺の議論は一応は

したのですが、本当にどういう方向性を出すかとい

うことは、あの時点では出せませんでした。

●　自由化政策と環境政策の矛盾

須田（市民運動全国センター代表）：私は元来市民

運動をやっている人間ですが、京都会議の後に気候

ネットワークという市民団体が出来まして、そこの

副代表もしております。また、ここには自然エネル

ギー促進法推進ネットワーク事務局長の朝野さんも

きておられますが、自然エネルギーを推進するため

の仕事にも多少携わっております。そのうえで、環

境庁が全国地球温暖化防止活動推進センターという

のをつくりまして、これはＮＧＯと民間の企業と自

治体の３者で運営するということで、私がたまたま

そこの責任者をさせていただいているということも

あります。

　そこで、今日のテーマでありますけれども、普通

の市民の立場ですと、安定的で環境にいいものを、

安価でしかも自由に選択できる、そういうエネルギ

ー源があることが一番ありがたいことですけれども、

なかなか日本ではそういうふうにはなっていない。

北海道の市民グループは、グリーンファンドといっ

て、電気料金のうえにわざわざ料金をのせて、自然

エネルギーを開発するための料金をとろうとする市

民運動をやっています。片一方では、料金を安くし

てくるという流れが当然ございます。そうしますと、

例えば自由化が進んでいって企業の方が大口をかな

り自分たちで賄っていくようになりますと、電力会

社からすると、供給能力があるのにほかの供給が参

入してくることになる。また、市民団体も、今のと

ころはまだ小さな規模ですが、風力であるとかある

いはソーラーであるとかバイオであるとかメタンで

あるとかいろいろな発電の実験を始めています。そ

うすると、そこでもいろんなところがでてくる。そ

うなりますと、電力会社としては供給過剰になりま

すから、だんだん安くしてたくさん売らないとやっ

ていけなくなる。これはごく常識的に考えるとそう

いうふうになるわけです。そうすると、片一方で需

要をなんとか管理するといっておきながら、実をい

うと今あるものをしっかり売らなければいけないと

いう話になって、そこで矛盾がうまれるのではない

か。

　先ほど植草先生から総量規制かあるいは環境税か

という話がありました。総量規制というのは大変難

しいと思います。どうやって総量規制するのか。ま

た、環境税についても、私たちがいろいろ調べてい

るなかでみますと、環境税を課したからといってど

うもエネルギー消費が減っているようにはみえない

わけです。むしろ環境税をとって税金が増えている

だけでして、エネルギー消費を押さえる役割にはな

かなかなっていない。それでは、果たしてこの問題

はどういうふうに考えたらいいのか。

　現実に今日政府のいろんな審議会にＮＧＯも参加

していろんな議論をしておりますが、この議論をし

ている人たちが極めて限られているわけです。通産

省であるとだれ、どこどこであるとだれ、ＮＧＯで

あるとだれ、いつもどこでも決った人が出てきて、

お互いに拮抗状態が大体出来上がっていて、あの人

はこういう意見をいうだろう、この人はこういう意

見をいうだろうとしばらく様子を見て、それでおし

まい。こういう話になっています。それではいけな

いので、少し違う分野の人たちに是非ともご議論い

ただけると大変ありがたいと思っているところです。

司会：問題意識はそういうことなのですが、新村さ

んのところでは地球環境とライフスタイルの研究会

とか、いろいろご議論の積み重ねもあると思います

ので、今のような問題意識をふまえて、どういうふ

うに問題の道筋を考えたらいいのか、お考えをお聞

かせいただきたい。

新村：すごく難しい問題なので、どう考えたらいい

かまだ結論が出ていない部分がたくさんあります。

私の考え方は基本的には先ほどの延長線上ですけれ

ども、電力事業の自由化は直接地球温暖化対策とは

関係はない。これはむしろ経済全体の効率性を高め

るためにやるものである。ひとつの政策目的のため

にはひとつの手段が対応するわけで、この自由化と

いうのは電力事業の効率化のためにやるのであって、

地球環境問題にはまた別の対応が必要ではないかと

思っています。

　とはいえ、電力の自由化の効果として経済の効率

化ということがありましたけれども、もうひとつ、

さきほど、これまでで電力の設備投資がかなりゆが

んでいたのではないかということをちょっと申し上

げました。同様に、私は新エネルギーとかクリーン
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エネルギー開発に対する投資も、９電力体制のもと

ではかなり矮小化されていたと思います。原発中心

で温暖化に対応するという国の大きな方針が出たこ

ともありますし、これまでの既存電源を使った方が

安い、新たに技術開発をする必要がない、どっちみ

ち経済性はあわないよというような感じで、最初か

ら捨ててきたような感じがするのです。ところが、

現実には北欧３国ではバイオマスとか太陽光、風力

等がもう有意であるぐらいの量まで実用化されてい

る。なぜ日本でそうならなかったのかということを

考えますと、私はやはり電力事業が公益事業である

という非常に高いプライドと、通産省中心のエネル

ギー政策のもとでひとつの大きなワクを決めてきた

ことによってそうなったのではないかと思っている

わけです。従って、投資の面でかなり自由になって

くるということが、環境問題への、新エネルギーへ

の投資に関しても大きな環境変化を与えるのではな

いかということを期待しています。

　しかし、実際には、自由化のもとではおそらく電

力料金は安くなるし、それから一番安い電源、現在

一番安い電源を使うようになるだろう。だからそれ

と別に、例えば電源のベストミックスというような

ものが、これは国民的に議論されなくてはいけない

と思うのです。なんか知らないけれども、ＣＯＰ３

の後に原発２０基というようなことが、かなり私と

してはフォローしていたつもりですが、どういうか

たちで決まったのかあまりピンと来ないままに決ま

ってしまったというようなことではなくて、やはり、

まずどういうミックスが必要なのかというようなこ

とを考えいくべきだと思います。

　また、折角電力料金がマーケットメカニズムに従

うようになったのだから、炭素税がものすごく効く

環境が出てきたのだと思います。炭素の含有量の多

い電源に余分に税金がかかれば、それは相対コスト

が必ず高くなって、先ほど残渣油利用が一番安いの

だとおっしゃいましたけれども、これはＣＯ２の面か

らいったら決していいことではございませんから、

税金がかかるという仕組みになって、それがうまく

動く。少なくとも現在コマーシャルベースにのって

いるような電源間ではより炭素税が低いものの方が

安く使えるようになりますので、うまくいくのでは

ないか。しかし、新エネルギーと原子力はちょっと

別の話かなという気がします。これはマーケットで

できるかということはずいぶん電事審でも議論され

てきたことだと思いますし、現実に４割くらいの電

力を原子力に頼っている。それから新エネルギーと

いうのはほんのコンマ以下というような状況の中で、

これに対してどうするかについては矢張り国民的合

意がいるのではないか。そして、それにはきちっと

公的支出をするべきではないか。これまで公益とい

う名のもとに電力事業にみんな押し込んできて、あ

なたやって下さいというかたちでやってきたものを、

機能を分化して、マーケットで決まるもの、決まら

ないものは公的資金を使ってでも支援するというよ

うな体制をとらない限り、解決は難しいかなと思い

ます。

　その中でも原子力については、たぶんこのなかで

も異論がいっぱいあると思います。世界的に脱原発

という動きが起きてきて、しかも北欧なんかでは、

小国だからだといえばそれまでですけれども、少な

くとも増やさない方向になってきているというよう

なときに、日本でそういう国民的な議論がなされた

かということを提起したいと思います。要するにそ

れをきちっと、本当は政治的プロセスできめるべき

だと思います。ただ日本で政治というとまた色がつ

いているので、なんといっていいのかわからないの

ですけれども、みんなが納得する姿で議論されて、

それに基づいてマーケットは道具ですから、環境税

を用いて、環境税と補助金とをミックスをうまく実

現していかなければいけないのではないかというふ

うに思っています。

　ドイツとか北欧の例をみますと、最初に脱原子力

をかかげたから、あれだけ新エネルギー開発に力を

投入出来たのではないか。今まで原子力というのが、

私どもは日本のは安全だ、チェルノブイリについて

はあれはあの国だからそうなったのだというように、

いろいろな神話で安心してきたわけですが、やはり

そうではなくなって、日本の安全管理はシステム的

に必ずしも十分ではないのではないかということで、

もう一度考え直さなくてはいけないのではないかと

思います。ああいうことが起こりうるということを

考えたうえで原子力のコストをきちっと考える必要

があって、そのうえでもやはりそれを採とらざるを

得ないのかどうかを判断する、そのへんの議論が遅

れていると思っています。

●　具体的な方策

岡田：自由化と地球温暖化とは直接関係ない、効率

化と地球温暖化とは全く別の対策を講じるべきだと

いう意見でしたが、それはある意味では正しいんだ
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けれども、少なくとも効率化を議論するときに同時

に環境の問題をきちっと議論するのが審議会の役割

であって、そういうことを全く議論しなかった今度

の審議会のこの３人の委員の責任は非常に重いと思

いますね。

植草：全く議論しなかったとはいっていないですよ。

岡田：いや、非常に少なくて、結論として対策はな

にもでていないというのは全く片手落ちの非常に問

題のある答申だったと思いますね。自由化が環境に

どういうふうに影響を与えるかをわかりやすく考え

ると、ひとつは安い電源の発電が増えるということ

と、もうひとつは値段が安くなると需要をなるべく

抑制しようという努力がなくなる、こういうふたつ

の問題がでてくるわけですね。例えば私が聞いてい

るところでは、イギリスが自由化をしたときに、化

石燃料に課徴金をかけた。それを当初は原子力エネ

ルギーにもまわしておりましたが、最近では自然エ

ネルギーの補助に使うというような制度を同時に導

入しているわけですね。あるいは、これもイギリス

なんかでは課徴金を電気料金に課して、そのお金を

電気の使用を効率的にするようなそういうようなも

のに回すトラストというような制度を作った。そう

いう工夫を同時に行わなければ、ただ安くして、そ

れは地球温暖化とは関係ないのだといっているのは

非常に問題じゃないでしょうか。

佐竹：今度の自由化によって、例えば従来の電力会

社がやってきた環境対策が減るかというと、そんな

ことにはならない。ただし、岡田さんがいわれたよ

うに、例えば石炭を活用するあるいは化石燃料の中

でも重質的な油を活用するという面では確かに部分

的には環境悪化の方向があり得ると思うんですね。

「悪化」というのは、電力会社の行う集中型の発電

であれば熱効率が低いといっても５０何％かは見込

めますが、それを個別の１０万キロワットかせいぜ

い５０万キロワットの発電所であれば、効率はそこ

まで上がらないので、効率に差が出るということも

あります。

　使う燃料、例えば硫黄分等の含有率については、

その地域の環境規制のなかで許される範囲が、相対

的には電力会社よりも新規参入者に対して若干は緩

い面があり得ると思いますから、そのうえでも、環

境が相対的に悪くなる可能性はあります。しかし、

そういうＳＯx 対策、ＮＯx 対策は地域の環境規制

として本当に必要ならば、その規制を課せばいいわ

けで、これは許される社会規制のひとつではないか

と私は思います。その規制に対して経済性があわな

いということならば、撤退するということになるわ

けですね。そこは決してさじ加減ではなく、きちん

とした経済性、環境問題への対応をビルトインした

事業をやらないと日本の中では生きていけない。

　ですから、岡田さんがご指摘のように、電事審で

どういう方向を出せばよかったのかについてはまた

別のご意見があるかもしれませんけれども、私は今

回の自由化論議の中で、公益的な課題と効率性との

バランスがどうであったかを検証するということが

３年目の課題として掲げられていますから、従来型

の環境問題についていえば、私はそんなに心配する

ことはないんじゃないかといえます。

　従来型の環境問題というのは、ＳＯx、ＮＯx の

ような大気汚染、水質汚濁の問題です。ただしＣＯ２

の問題は、これはちょっと性格の違う環境問題だと

思っています。目の前で患者が多発するなどという

ことではないので、なかなか全世界的に、あるいは

主要な国がコンセンサスを作るのは難しい状況にあ

りますから、今はいろんな仕組みを研究し、あるい

はモデルを作って実験してみるという段階ではない

かと思います。短期的にいえば排出権の市場取引も

研究するとか、あるいはＣＤＭ（クリーン開発メカ

ニズム）について研究するとか、いろんなやり方が

あると思うのですけれども、それはこれからかなり

大きいな仕事として取り組まなければいけない面だ

と思っています。

新村：ちょっと言葉が足りなかったのかもしれませ

んが、あとから申し上げたのが私のいいたいことで

す。要するにそういうのと関係なく、今回は自由化

による効率化を議論しました。電事審はそういう場

でありました。そのときには、例えばベストミック

スであるとか、そういう話は出来ないわけですね。

出来ないというか、そこへの議論が出来ていないん

だと思うんです。だから、それは一審議会という場

ではなくて、もうちょっと大きな立場で、環境に関

しての国の方向を決めるようなものがない限りは、

私はここで環境を議論してもしょうがないと思いま

した。確かになにかいいたかったことはありますけ

れども、その前提として、マーケットメカニズムが

動くような部分をつくるということの方が重要だと
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いうのが私の感じでありまして、決してそんなこと

を気にせずにやっていいんだよということをいった

わけではございません。

　もうちょっと上の部分で、おそらく電力だけでは

なく、国全体のエネルギーをどう考えるかというの

がないから、なかなかうまくいかない。今回は電力

の場でそれがうまく機能するような装置ができたの

ではないかと思っています。

賀来（大和総研副理事長）：自由化、効率化という

問題と、それから環境問題というかその他の効率化

以外の社会的要請の矛盾ですが、私は自由化万能論

者ではありませんけれども、やり方によってはむし

ろそういう社会的要請にあわない企業が排除するよ

うな競争を作っていくことも可能なのではないかと

いう気がします。

　それで、ふたつお尋ねしたいのですが、ひとつは

環境税というのはワークしないと須田さんはおっし

ゃいました。素人なりに考えて、それは単に税率が

低かっただけなのではないかという気がするんです

が。ワークしなかった環境税というのはどれくらい

の税金だったのか、もしご存じでしたら教えていた

だきたい。

　それから、もうひとつ、植草先生が総量規制とい

うのをおっしゃった。なにごとによらず総量規制と

いうのはだいたいうまくいかないと思いますけれど

も、どういう形で具体的に総量規制なるものを導入

しようと検討されたのか、お聞きしたいと思います。

須田：私、ただいま調べている最中です。既に９０

年代初頭に導入したところが５つほどありますが、

それぞれちょっと違いますので、あとで資料を差し

上げたいと思います。

植草：電力における環境問題について、基本政策部

会では確かにそんなには議論はしてないのです。こ

れも何回も申し上げていますけれども、電気に関す

る審議会、エネルギーに関する審議会というのはあ

りすぎるくらいたくさんありますけれども、この環

境問題に関しては茅さんが座長の需給部会で集中的

に議論していまして、そちらの仕事をこっちでとる

ということはなかなか出来なかったのです。そこの

ところは今後直さなければいけないのです。

　ちょっと話が横に逸れますけれども、先ほど従来

の審議会と変わりましたということを申し上げた。

それは、「開かれた審議会」ないしは「開かれた政

策形成」というものでして、事前に相談がない。事

前に相談がないから、審議会で議論をしながら政策

を決めていく。そして全部公開であります。そして

その資料はインターネット等でだれでもみられる。

中間報告のようなものが出れば、その度にパブリッ

クコメントを求める。これは海外を含めて、今回は

毎回アメリカ政府が３省庁一緒になってコメントを

くれているというような状況で、情報公開、行政手

続法、パブリックコメントというものは、政策を考

え策定するやり方を、実行する段階でもそうですが、

変えたんです。いろいろな審議会もそういう方向に

動いていますが、今回の基本政策部会は日本の審議

会の中で一番早くそれを実現したと私は自負してい

ます。私の教え子はいろんな官庁にたくさん行って

いますけれども、それらが集まったときに今度はこ

ういうことをしたのだと話をしたら、「先生そうい

うことをやりたかったのだ」ということを言ってお

りまして、確かに先進的なことをやったと思うので

す。

　そこで次の段階は、今このような自由化と環境、

もうひとつ先ほど触れられました安全という問題が

新しく浮上してきていると思うのですが、そういう

ものを総合的に議論し、そして具体的な政策が出来

るというような場に審議会を変えていかなければな

らない。来年度になったら、審議会を相当数減らす

ようですけれども、減らすと同時に審議会の守備範

囲を変えていかなければならない。そこで環境問題

をもう一度考えていかなければいけない。

　もうひとつだけ申し上げれば、総量規制にしても、

いろいろな制度は既に出来ているのです。それから、

グリーン料金というのをご存じですか？今家庭で原

子力はいやだと、風力ないしは地熱、そういうもの

で発電したものを東京電力から私は買いたいですと

いったら、「家庭用ですと今２４円ですが、風力だ

と４０円ですけれどよろしいですか、地熱ですと６

４円ぐらいになると思いますがよろしいですか。は

い、結構です」という料金を今検討中です。これは

北欧ではやっているのですけれども、日本でも導入

することを決めておりまして、東京電力が先にやる

予定と聞いております。

　そういうようなシステムを作っていきますと、た

とえばソーラーというのは、自分のところでないと

なかなか出来ませんが、ソーラーで発電したものと、

それから最近の一番新しい技術の燃料電池、被膜型
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の燃料電池、高分子型の燃料電池など、すばらしい

技術があります。 環境問題など一挙に解決する、

ＣＯ２なんか３割削減するというもので、メタノール

であるとか水素であるとか、まあいろいろですが、

ガソリンだってできる。化石燃料は嫌いです、その

かわり今の倍でも３倍でもいいですといって、電力

会社に払う。電力会社がやらないのならＥパワーが

やってくれたらそこから買いますという制度も組み

合わせて、今作っているのです。

　環境問題について、本当に正直なところを言うと、

環境問題、環境問題というけれども、本当に政策議

論が出来るような段階、意識の段階にきていないと

思うのです。それが一番だと思うのです。ですから、

官庁でいろんなところで議論していても、本当の具

体政策が出てこない。そこが一番痛感するところで

す。

竹中（元国民経済研究協会会長）：効率化して価格

が安くなれば環境破壊が進むというのは、これは価

格に社会的コストが十分反映されていないというだ

けのことであって、さっきお話のあったように、炭

素税なりあるいは社会的規制なりをちゃんとすれば、

これは問題はないことですから、これを分けて議論

するというのは、これは当然だと思います。

　私も少しばかり規制緩和に関与して興味深かった

のは、たいてい規制緩和をやると業界が反対される

のですね。そして反対なさるときに関係ないことを

挙げて反対なさる。例えば電力業界だったら、自由

化すると環境破壊が進むというように反対なさるは

ずなんですけれども、それをおっしゃらなかった。

これは非常に立派な見識だと思う。私の経験では、

例えば新聞再販をやめると言論の自由がなくなる、

それから酒屋さんの免許をやめたら青少年の酒飲み

が増えるとか、全く関係ない理由を挙げて反対して

きました。ところが、さすがに電気事業連合会は立

派な業界だし、委員の方も立派だと感銘を受けたの

がまず最初に申し上げたいことです。

　規制緩和というのは確かに効率化とかコストダウ

ンという効果があるのですが、基本的には人々に試

行錯誤の自由を与えるんだということだと思います

ね。したがって、風力なり水力なり、いろんなこと

をやってうまくいくかも知れないし、いかないかも

知れないけれども、だれでもやってみて、小さな会

社を作って、小売りしていく自由がある、試行錯誤

の自由を与えるというのが規制緩和の大きなメリッ

トであって、そういう意味で、家庭用を自由化の対

象から除いているのは、道半ばだと思います。さっ

き植草さんからこういう話もあるという紹介があっ

たので少しは安心をしたのですが、そういう意味で

これは中間段階であって、やっぱり家庭用の小売り

段階までの自由化が、いろいろ技術的な制約、解決

すべき問題があるでしょうけれども、進んでいく方

向ではないかと思います。試行錯誤ということがな

いといけない。

　原子力の問題は私自身もよくわからないのですが、

確かにドイツや北欧のようにどんどん自然エネルギ

ーのほうへ傾斜していく国もあれば、フランスのよ

うに原子力のウエイトが非常に高く維持していく国

もある。そういうことを何年か進めていくうちに、

やっぱりこういうことがいいんだという結論がでて

くるのであって、最低限のルールを尊重した上でい

ろいろな試行錯誤をやっていくことが大事なことだ

と思います。

　申し上げたかったのはそれだけですが、佐竹さん

に質問したいのですが、ある製紙会社のトップの人

がおっしゃったことなんですが、本当でしょうか。

つまり、紙パルプ業界はしばしば公害産業のように

いわれるんだけれども、そうではない。紙パルプ産

業ほど原料製造段階で森林を作って、即自然環境に

貢献している産業はない。あれは確かに熱帯雨林は

使わないで殆ど植林ですから、１１年かかって森林

を作って、空気をきれいにして、２分の１伐採して、

くるくる回している。これは非常に役立っているの

だけれども、問題は再生紙、紙の再利用である。紙

の再利用をやると、非常に化石エネルギーを食う。

ああいうことをやらないで、紙は全部燃やした方が

いい。東京のど真ん中に、なにかちょっと添加物が

要るかもしれないけれども、紙だけで発電所を作れ

ば、ダイオキシンは出ない、東京のすぐそばで送電

コストは安いはで、一番環境保全になると。それを

今のように再生紙でやると、非常に化石エネルギー

も使うし、よろしくない。こう、ある紙の会社のト

ップの人がおっしゃるんだけど、本当でしょうか。

佐竹：実は私どもが数年前、オフィス町内会という

ものを作りました。ご家庭にも最近複写機がはいっ

てきていますけれども、オフィスの場合、とにかく

会議をするために資料を作成・コピーし、その会議

が終わればそれで終わりよいうことが多くあります。

パソコンの利用が進むと紙は使わなくなるのではな
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いかといわれていたけれども、まだまだワープロ的

利用が多いので結果的には紙を使う。その紙の役目

が終わったとき、永久に大事に保存しておくという

ことはないから、必ずこの紙は廃棄する。オフィス

で使っている複写用紙はワンウェイで使い捨ての状

態です。新聞の古紙回収率は５０％を超えているそ

うですけれども、オフィスでもそういう意味ではも

ともとの木を伐らないですむような環境対応として、

その紙のリサイクルをやれないだろうかということ

が発想の原点です。事業系のゴミは、自治体にお金

を払って廃棄物処理をしなければいけないし、事業

者としてはその紙をストックしておくスペースも要

ります。一方で、紙の製造会社は手間がかかかるん

です。脱墨という技術が必要になって、まっさらの

パルプから紙を漉くのと比べると、工程がその分だ

け増えまして、したがって廃棄物対策が必要になる

のでコストがかかる。生産者がコストが嵩むという

ことと、需要者が廃棄物を捨てるためにまたコスト

がかかる。これをなんとか組み合わせられないかと

いうことで、オフィス町内会という仕組みを作りま

した。コピー用紙は再生紙にしているという会社が

相当数出てきています。それとあわせて、紙の白色

度が通常８０％程度のものでないと満足されていな

いような世界だったものを、日本青年会議所に賛同

していただいて、白色度７０％運動を起こそうとい

うことをやっています。われわれは紙をリサイクル

するということは基本的にいいことだと思ってやっ

てきているのですが、私は先日ある方に脱墨が必要

なので、かえってエネルギー的には高くなるという

こともいえるから、紙のリサイクルなんかは止める

べきだというお話を伺ったことがあります。

　発電所で紙を燃やしたらどうかというお話につい

ては、圧倒的にカロリーが不足しています。まあ小

型の焼却炉とか大型の焼却炉と考えればいいのかも

知れませんけれども、紙だけだと

カロリー不足だと思います。むしろ最近問題になっ

ているのは、プラスティック系のゴミですね。これ

はカロリーは高いのですが、塩素、ダイオキシンが

問題になる。ですから、自治体によっては、ＲＤＦ

発電、つまりいろんな生ゴミも含めまして、再生可

能なゴミを外したあとで、ゴミを固形燃料にしてそ

れで発電することが場所によっては事業としてでて

きております。

　それから、紙パルプ業界で黒液というのがでてき

ますが、これによる発電があります。自然エネルギ

ーあるいは新エネルギー、言葉の付け方はいろいろ

ありますけれども、日本では相当量が実は黒液によ

る発電です。世界的にはアメリカ、ヨーロッパでは

バイオマスといわれるもの、最近になってデンマー

ク、オランダ、ドイツでは風力も相当に大きくなっ

てきています。

　それから、炭素税的な形でそれを促進するかどう

かという問題があります。あるいはデンマークとか

オランダなどは、電気の消費者にある一定比率以上

の新エネルギーによる電気を使いなさいと、消費者

に義務づけるというような仕組みをとっているとこ

ろもあります。アメリカでは新しいエネルギー法の

検討のなかではリニューアル・ポートフォリオとい

う考え方があります。これはある一定比率以上のエ

ネルギーを新エネルギーで賄うようにという考え方

です。もっとも、新エネといっても、ある一定規模

以下の水力発電も含んでおります。

●　自然エネルギーの活用策

　自然エネルギー、新エネルギーへの取り組みにつ

いて、今日本でかなり熱い議論が行われているのは、

風に非常に恵まれている北海道あるいは東北地域で

盛んに興っている風力発電事業の話です。東北電力

さんの話ですと、割高な料金で買い取る仕組みにな

っているのですが、近々、数年のうちに７０万キロ

ワットぐらいの風力発電がでてくるだろう。そうす

ると、東北電力さんとしての負担が１００億円ぐら

いになってしまうそうです。これでは経営的にもた

ないので、何とか風力のような地域偏存の自然エネ

ルギーを全国ベースでバックアップするような仕組

みを考えてもらえないだろうか、という切実な意見

がでています。

　植草先生が紹介されたように、グリーン電力の仕

組みとして風力だったらキロワットあたり４０円だ

けどそれでいいですか？　というやり方も確かにあ

りますけれども、ファンドのような形で拠出いただ

いてやるというやりかたもあります。私どもは３年

前からＮＧＯの方あるいは生協の方と、太陽光発電

の補助事業というものを始めさせていただいており

まして、一応３年間やったところで中間総括をしま

した。その市民フォーラムで、いわゆるグリーンフ

ァンドのような仕組みに賛同される方に年間３００

０円の会費を払っていただくという仕組みをつくっ

ていただきました。しかし、これをひろげるのはな

かなかそう簡単ではありません。先ほど話が出てい
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るドイツでも、やはりグリーン電力制度を導入した

のですが、最初はあまり加入者がいなかった。ダイ

レクトメールを送って一生懸命ＰＲしたということ

ですが、今はお客さまのなかの１％弱の方がそうい

うグリーン電力制度に加入しているということだそ

うです。

岡田：今東北電力で風力が７０万キロワットぐらい

に増えると１００億円ぐらい持ち出しになるとおっ

しゃったけれど、確かにそうかもしれません。ただ

僕らは電源開発促進税というのを知らん間に電気料

金のうえに上乗せされてとられているわけですね。

それは大体原発の促進とか地域振興に使われている。

それを風力とか自然エネルギーの促進に回してくれ

れば、解決するのではないかと思います。

桑原：私の方からは、新しく発電所を建てる立場で、

どうなるかということで話してみたいと思います。

発電所を建てるには相当なコストがかかります。一

朝一夕には建たないものですから、時間的にも５年

ぐらいかけての話でして、例えば何百億円をかけて

建てるという話になりますと、将来、どういう燃料

を使って、どのくらいの環境的なコストがかかって

いくのかという予想をしないと、どうしてもそうい

う投資なんて出来ないというところがあります。実

際問題、海外などを見てみると、ある意味では、わ

れわれはレギュラトリーリスクと呼んでいるのです

けれども、エンバイロメンタリーリスクとはかなり

レギュラトリーな話と非常に係わってまいりまして、

日本の政府、あるいは日本の国民がどういう方向に

向かって、どういう燃料を今後買い取って、ＣＯ２を

どういう形で減らしていくのかという国民的コンセ

ンサスが出来たうえで、そういう形が出来て来ると

思うんです。いろいろなシュミレーションをやった

うえで、じゃあ日本はどういう燃料をこれから選択

していくのだというところの見極めががつかないと、

なかなかわれわれも新しく発電所をどんどん建てて

いくという決断は出来ません。そうなるとわれわれ

は、今まで既存のとおりの形が進んでいくという前

提の話になっていきます。

　将来の見込みというのは、原子力が出来れば一番

良かったんでしょうけれども、いろいろな兼ね合い

で出来なくなった。では次は風力かといいますと、

風力だけではなかなか電力は賄いきれません。それ

では大きな方向として、ガスなのか、石炭なのか、

あるいは残滓油なのか。こういう大きな方向付けと

いうのは、これはもう選択肢はかぎられているわけ

ですから、かなりコンセンサスは出来やすいのでは

ないかという気はしています。そうだとすれば、環

境税という形にするのか総量規制にするのかについ

ては議論があるんでしょうが、自由化を進めるにあ

たっても、自由化に伴う弊害をなくするためにも社

会的コストが見えているわけですから、それを取り

込んだ形で電力制度というものをきちっと見直して

いかなければいけないのじゃないかという気がして

います。

司会：自然エネルギー法促進ネットワークの朝野さ

んが見えてますので、朝野さんに一言。

朝野：自然エネルギー法促進ネットワーク事務局長

の朝野です。今日はたぶん一番若いと思うので元気

な意見をいいたいと思います。

　われわれは自然エネルギー法を実現させようとい

う政策提言型のＮＧＯです。佐竹さんが先ほど東北

電力が買い取れない、東北電力の自己負担が大きい

という話をされました。その１００億円を、新村さ

んが先ほどおっしゃったように、国民的合意によっ

て公的資金でどう賄うメカニズムを作るか、そうい

うことをやっています。

　具体的にいうと、自然エネルギー促進法というの

は、電力会社と自然エネルギーで発電する事業者と

の間でルールをつくる。それは買い取り義務だとか

合意だとかいろんな形があると思うのですけれども、

そういうルールをつくる。そしてそのルールの中に、

自然エネルギーからの電気を優遇的な条件で接続し

て価格も優遇する、ということをやろうと考えてお

ります。そして財源自体は電力会社に求めていくの

ではなくて、税金を使おうと考えている。それはど

ういうことかといいますと、先ほど岡田さんがおっ

しゃいましたけれども、電源開発促進税というのは

今１キロワットあたり約４０銭かかっているわけで

すが、それが日本全国集めてくると、だいたい４０

００億～５０００億になるのです。その中のだいた

い９割か８割は原子力に使われているのですが、そ

れをシフトさせようということです。要するに、電

力会社の持ち出し部分というのを、電源開発促進税

を使うことによってルールしようということです。

　なぜこういうことをやるかというと、現在電力会

社が自主的に購入メニューを持っているわけです。
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太陽光発電と風力発電に対して持っているわけです

けれども、例えば風力発電についてはキロワットあ

たり１１円の購入メニューを持っている。それで、

その結果、どういうことがおこったかというと、採

算に乗るということで、例えば北海道だけで５５万

キロワットの風力発電というのが建設計画に上がっ

たのです。５５万キロワットというのはどのくらい

の数字かというと、例えば一昨年に発表された長期

エネルギー需給見通しでは政府の導入目標というの

は２０１０年で３０万キロワットだったんです。そ

れをはるかにうわまる規模です。先ほど佐竹さんほ

うからお話があったように、東北電力だけでも何十

万キロワットの計画がある。だけど、例えば北海道

電力でどういうことが起こったかというと、５５万

キロワットが出た後に、これではとてもじゃないけ

れども周波数やそういう変動があるから、そういう

１５万キロワットにさせてくれ、限度を設けさせて

くれ、そういう動きがあったのです。それは勿論経

済的な負担もあるからなのです。それで、そうでは

なくて、そのルールをつくることによってやろうじ

ゃないか。それで、１５万キロワットに限度を設け

てどうなったかというと、入札制度というのが導入

されて、それが１キロワットあたりだいたい８円で

入札されたのですね。ただ、８円で入札されたけれ

ども、それが実際に建つかどうかというのは非常に

問題で、もしかしたら建たないかも知れないですね。

ただ、そういうのではなくて、今までは電力会社に

頼り切りだったのだけれども、そうではなくて、公

共政策と位置づけて、そういう法律を国民的合意の

もとで作ろうじゃないかということです。

　先ほど佐竹さんのほうからドイツで自然エネルギ

ーが伸びている、その中でグリーン電力制度を使っ

て伸びているという話がありました。しかし、そこ

にはドイツの促進法の話が全くなかったのですけれ

ども、そのわれわれの目指している法律というのは

そのドイツの法律をモデルにしたものです。ドイツ

は１９９１年現在で風力発電がが３万キロワット、

殆ど日本と同じだったんです。それが現在われわれ

が目指しているような法律を導入した結果、現在、

１９９９年末時点で４４４万キロワットまでに伸び

たんです。それに比べて、わが日本はわずか６万キ

ロワットですね。そういう意味で、それまでのよう

に電力会社に頼りっきりとかそういう政策ではなく

て、公共政策として位置づけて、そういう法律を作

ろうではないかという考え方です。そういう動きが

あることをご認識いただいて、よろしくお願いしま

す。

植草：ひとことだけ。皆さんは風力発電の何千基、

何万基とあるところをごらんになったことがありま

すか？カリフォルニアからあっちのほうに行ったこ

とがあるんですが、従来の植物はそうでもないけれ

ど、動物が殆どいなくなっちゃうんですね。すごい

音と景観の悪さ。私は自然エネルギー、新エネルギ

ーを大いに促進するという立場ですが、ひとつひと

つ総合評価を厳しくしないといけない。もっとも動

物というのは進化が意外に早い動物がいて、高周波

数のところでも生きていける動物がまたどっと来る

そうですからいいのかもしれませんが。ただ、環境

を論ずるのであったならば、あれは本当に環境にい

いのか。総合評価をもう一度して欲しいんです。

朝野：その点に関しては、例えば鳥なんかはまず動

いているものには近づかない。それが突然動いたり

すると当たってしまうということがあるかも知れな

いけれども、基本的にはそれはまず少ない。景観に

ついては個人差が非常にあるので、それは何ともい

えない。例えばデンマークなんかではどういうこと

がとられているかというと、ゾーンニングをするの

です。風力を建てていいゾーンと駄目なゾーンをく

っきり分けすることにより、例えば海岸線から５０

０メートル以内は建ててだめとか、そういうふうに

ゾーンニングするんです。そのことによってある程

度合意がとられるような土壌を作っておく。それで、

ゾーンニングによっって送電網に近い位置は建てら

れるとか、そういうふうにすることによって社会的

コストも抑えようという政策もとられている。そう

いう政策も一緒に考えていけば、それは十分可能な

んですね。景観自体は本当に個人差がありますので、

僕は美しいと思うんですけど、それはいろいろある

と思うんで、難しい。

●　自由化こそ環境対策の基礎

八田：対策のためには、基本的に企業が環境負荷に

対する社会的コストを負担する仕組みを作る必要が

あります。それに尽きると思います。

　大事なことは、自由化することがそのような制度

づくりに貢献するということです。言い換えると、

自由化なしには企業にうまく社会的コストを負担さ

せされないということです。
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　第一に、炭素税は自由化の下でのみ効果を発揮し

ます。これまでは、電力会社は今まで全部総括原価

主義で、かかっているコストは全部に上乗せして料

金に乗っけていたんですから、炭素税がかけられて

もびくともしなかったわけですね。排出量を抑制す

る動機がなかった。

　今度競争要件が入って初めてちょっとでも安いも

のをつかわなければいけなくなる。そうなると、炭

素排出するようなものは使っていられないというこ

とになる。それで、初めて炭素税が効いてくる。で

すから、この環境に対しての社会的コストを企業に

負担させる方法というのは炭素税で、それを効かせ

るためには自由化が必要だということです。

　二番目に、自由化は炭素排出量の多い夏のピーク

時の発電を抑制します。日本では、夏のピークに合

わせてかなり古い発電所も動かしている。電力の自

由化も完全自由化に近いものになると、電気料金が

需給にあわせて決まりますから、ピーク時の値段が

非常に高くなる。そうすると、工場は、ぼうっとし

ていられないわけで、大幅に夏のピークは需要が切

り下げるということになる。そうすると炭素排出の

多い発電機は止めざるを得なくなる。

それから三番目に、もし自由化に伴って送電料金

が、送電ロスを反映するよう設定されると、需要超

過地では、自然エネルギーがペイするようになる可

能性があります。先ほど申し上げたような送電ロス

に対応した送電料金をかけるとすると、東京では基

本料金は先ほど申し上げたように東北より２０分の

１。そうして発電会社が負担する変動料金の部分は

スカンディナビア方式ならば補助金を出すというこ

とになる。（東京で発電すればするほど東北から送

電しなくて済むから、その分国民経済的には送電ロ

スが減っているわけだから、補助金を出す。）その

くらいにやる。そのかわり東京での電力需要に対し

ては非常に高い送電料金をかける。こういうことを

やる。そうなると、今までは採算に乗らなかった自

然エネルギーが、東京ではバタバタと採算にのって

いく。

これを、風があるからといって風があるところで

風力発電するのでは駄目で、国民経済的に一番資源

を節約するような場所で自然エネルギーが採算に乗

るような仕組みにしなければいけない。そのために

は送電料金制度をきちっと設計することによって、

今まで予想もしないような場所で、そういうものが

採算に乗ってくる。それが自然エネルギーの生きる

王道だと思うのです。

最後に、炭素税や送電料金など、料金によって炭

素排出を抑制すえう方法は、炭素排出を削減する技

術開発を促進するという特徴があります。今までの

やり方だと、国がああやれこうやれということだっ

た。政治家がこういう、あるいは市民団体がこうい

うからこっちの方に予算をつけようということだっ

た。そうじゃなくて、料金にインセンティブがつけ

られる場合には、技術進歩が進む。ちょっとでも炭

素排出削減するような技術をやれば儲かるんだから、

技術進歩が進む。

したがって、私は電源開発促進税を改組して、炭

素税にすることで賛成です。また、地方のレベルで

はＮＯx とかＳＯx にあわせた税をかけるというこ

とが必要だと思うんです。

しかし、これらの環境税からあがってくる税収を、

自然エネルギーとか原子力とか特定目的の財源に使

うというのは私は反対です。むしろ一般財源に入れ

た方がいいと思うのです。今の道路税のように目的

税化すると、税収を無理矢理道路に使わなければい

けないというわけで地方でがんがんがんがん土建屋

につくらせているわけですね。だから、私は税はイ

ンセンティブを与えたら、あとは今の日本は非常に

貧乏な財政状況ですから、財政一般のために使う。

それで済むと思うんです。

　今回の３割の自由化の後で３年後に抜本的な環境

問題を含めた見直し、議論が起きると思います。私

は自由化をやることが、環境負荷に対する社会的コ

ストを企業に負担させる必要不可欠の手段でると思

います。自由化をやらずに社会的コストを企業に負

担させることは出来ないと思います。

　例えばパルプの問題でも、いちいち国がこれを東

電に頼んで建設してもらう必要はないんですね。も

しきちっと炭素排出に比例して税がかかっていれば、

勝手に東電が判断すればいいんです。儲けるか儲け

ないかです。本当に炭素排出が多ければ、そのぶん

再生紙を使うことが非常に値段が高いものになるは

ずですから、むしろ燃やした方がいいということに

なる。企業にとっては、いちいち社会のためにどう

のこうのということなどを考えなくとも、儲けるこ

とだけを考えていれば社会にとって望ましい行動を

させるように、企業に社会的な費用をちゃんと負担

させるということです。

　炭素税がエネルギー消費の抑制に効くかどうか

ということは、需要の弾力性に依存することですか
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ら、国によっても場所によってもいろいろ違うこと

です。しかし、エネルギー源の選択にはこの税は効

きます。例えば先ほど植草先生がおっしゃったよう

に残滓油が炭素の排出が多い、しかし値段がうんと

安い、という場合に炭素に税金をかけられたら、当

然もっと炭素の排出量の少ないか、もともとの値段

は高いもののほうが値段が逆転して安くなるわけで

す。これはもう実証研究を待つまでもなく、当然の

こととしてそこにシフトしてしまう。その手段とし

ては、私は排出量取引だとか、炭素税のようなもの

しか基本的にはないと思うのです。

企業に社会的コストを負担させる方法による環境

対策の重要なメリットは、役所や業界の利益を奪う

ことができるという点です。これまでは、結局規制

に頼ろうとしたわけですよ。おまえああやれこうや

れというわけです。それで、原子力は環境ために必

要だというようなことをいう。実際は、環境改善の

ために原子力が最適だからではなく、原子力発電の

ための官僚組織を温存するために必要だといってい

るのだと思います。

私は自然エネルギーも全く同じだと思うんですね。

これもいろんな組織、それから今度は政治家もおそ

らくついてくる。そういうものが、最初のうちは純

粋な気持ちでやっている人たちの周りにどんどんつ

いてきて、自然エネルギーに補助金を出せ出せとい

うことになる。

環境対策としては、そういう鉛筆舐め舐めのそう

いう官僚組織に任せるようなことは駄目で、やはり

基本的に社会的コストを企業に負担させて、あとは

事業者に判断させるということが、まず必要だと思

います。

朝野：八田先生がおっしゃるとおりで、われわれも

ちょっと言葉足らずだったんですけれども、電促税

はとりあえずの措置というか、導入するための措置

として考えています。電促税自体が歪んだ税制です

から、それ自体は改組した方がいいと思います。た

だ、導入するときの抵抗、バリアの度合いでいうと

その電促税を使った方がいいという主張です。

●　消費者の意識と行動のギャップ

司会：新村さん、消費者の行動をいろいろ調査され

ておられるようですが、消費者行動を、日独の比較

の問題も含めてコメントを。

新村：その前に、八田先生には新エネルギーがマー

ケットでペイするまで炭素税がかけられるのかどう

かということだけ、今度教えて下さい。ちょっとそ

このところは難しいかなと、今伺っていて思いまし

た。

　消費者の話ですが、わが社で６年ばかり消費者と

企業の意識調査を、あいだを置きつつやっておりま

す。これまでに消費者調査２度、企業調査２度、そ

れから、ドイツの消費者調査を１回やりました。そ

の結果、こういう国民を相手にしたら、環境問題な

どは直ちに合意が出来て、原発は止めて、自然エネ

ルギーのようなものはどんどん出てくるような、驚

くほどの結果は出ています。しかも３年の間隔をお

いてやった調査でいくと、ものすごく環境に対する

意識は高くなっています。これは私は本物だと思い

ます。ドイツと比較しても、比較が正確にできるか

どうかわからないのですけれども、意識という面で

はもう日本人はものすごく環境というものに対して

コンシャスになってきて、それこそリサイクルなん

かを一生懸命やろうとか、やらなくちゃいけないと

か考えている。ただ、あなたは何をやっていますか

というと、あまりやっていないのですよね。３年前

よりリサイクルにまわしている人がものすごく増え

たと思ったら、東京都でいえば２３区が回収を始め

たということが背景にあったとかですね。そのよう

な形で必ずしも行動に移していないんだけども、意

識だけは高くなった。

　そのなかで、例えば環境に優しい商品を高くても

買うかといえば、多くの人は買うといっているので

す。手間がかかっても買うかというと買うと答えて

いるのです。これがこの３年ですごく増えている。

ところが企業の方に聞くと、そんなことをいったっ

て、ちょっと高いと買ってくれませんよとよくおっ

しゃるんですけど、どちらも真理のようです。そう

して、今年企業の調査をいたしましたら、企業の環

境に対する熱中度がまたものすごく上がっていまし

て、もう消費者は遅れている、あいつらは駄目だか

ら、私たちが先に立って日本の環境問題を解決する

んだみたいな感じの結果が出ています。そういう意

味では、環境はみんなの意識になっている。

　昔、地球環境よりも成長の方が大切だよといって

いた、そういうのが議論になっていた時代とは全く

変わっているということはよくわかるんですけれど

も、消費者調査を見て、個々の個人がどうしていい

か分からないというのが問題だと思いました。例え
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ば電気を消すとか、そういう身近なことならわかり

ますよね。しかし、先ほど竹中先生がおっしゃった

ように、本当に紙をリサイクルした方がいいのかと

いうようなことを、大変教養のある今の消費者は迷

っているのですね。トレイを水をいっぱい使って洗

って、干して、乾かして、リサイクルして本当にい

いのだろうかというようなことで、結局行動に移れ

ない。結果として行動率は極めて低いんです。ドイ

ツは逆にいうと、たぶん合意がどっかで出来ている

んだと思うのですけども、意識は日本ほど格好のい

いことは言っていないんですけども、非常にやって

いるんです。毎日買い物かごはもっていきますか？

はい、持っていきます。自動車は使いませんか？な

るべく自転車を使っています。で、実際にそういう

ものに対応したお店のほうの対応もあるっていうこ

ともあるんですけども、これは一体何が原因である

かということが今ちょっとよくわからないでいると

ころです。よくわからないというところが結構大き

な問題ではないかなとよく思います。そういうとこ

ろがやっぱりきちっとみんなで議論されていく、そ

ういうまあプロセスなんですけれども、地球環境問

題が既に問題になってかなり経っているんだけども、

なかなか本質に迫る議論がなされていないような気

が致しました。

　さっきのエネルギー源のミックスの話もそうです

し、それから、これは仕方がないとおもいますけれ

ども、最初にとにかくリサイクルしましょうという

ようなかたちで、リサイクルするとなにが起きるか

ということまであまり議論せずにやってしまったの

かと思います。少しづつそういう情報がでてきてい

ますが、もっともっとそれを議論して、なにか合意

を作っていくようにしないと、いつまでも意識は高

いが何もやってない日本という感じになっていくの

かなあというような気が、アンケート調査をした結

果であります。

●　これからの課題

須田：賀来さんのお話にもありましたが、炭素税を

どのぐらいの比率でかけるのか、これが大きな論点

になるのは事実です。私が心配をしているというの

は、実をいうと非常に浅くかける可能性が今確率と

しては非常に高いと感じていることですから、そう

すると先ほどおっしゃるようなことは効かなくなり

ます。竹中先生もおっしゃっているように、社会的

費用を内部化することは非常に苦手な経営風土であ

りますから、僕らはずうっとそういう問題と格闘し

ていますので、それをどうやったら内部化すること

が出来るのかについて、ご議論をつづけていっても

らえたらありがたいと思います。

植草：電力のこの改革に２年半かかったのですが、

ようやく終わったと思ったら今度は東海村の事故が

起こりました。その後始末に学術会議の会長からい

くようにいわれて、３か月間安全に関する問題につ

いて大変な苦労をしました。

　私は環境問題と同時に安全の問題が極めて大事だ

と考えております。最近、あまりにも事故が多い。

トンネル事故から医療ミス、それから、この間の地

下鉄、原子力等々、挙げれば数限りないくらいの、

しかも大きな事故ですね。日本は安全神話が非常に

浸透しているんですけれども、こういう規制緩和を

やって効率を追求すると、二律背反するものが非常

にたくさんあるんです。その中でやっぱり環境と安

全について、出来ればそれを両方総合的に考えるよ

うな新しい政策体系を作らなければならない時代だ

と私は認識しておりまして、環境と安全の両方含め

たものを、今後考えていただきたいと思います。

司会：ありがとうございました。もともとこの会は

まず議論してみよう、そしてまた少し経ったところ

で議論しようという趣旨で開催いたしました。いず

れにしろ、３年後の見直しの問題がございますので、

そのときのシステム設計を、いまお話のように全体

を総合的に考えてということで、また議論を引き続

きやってみようと考えております。

以上

総会案内
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